
７
４
年
前
の
８
月
６
日
、
人

類
史
上
初
め
て
原
子
爆
弾
が
投

下
さ
れ
多
く
の
尊
い
命
が
奪
わ

れ
ま
し
た
。

広
島
で
は
１
４
万
人
、
長
崎

で
は
７
万
人
が
そ
の
年
の
う
ち

に
亡
く
な
り
、
７
４
年
た
っ
た

今
で
も
、
多
く
の
被
爆
者
の
方

が
原
爆
の
後
遺
症
に
苦
し
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

２
年
前
の
、
２
０
１
７
年
７

月
７
日
に
、
国
連
で
は
加
盟
国

の
３
分
の
２
の
国
々
の
承
認
で

「
核
兵
器
禁
止
条
約
」
が
成
立

し
ま
し
た
。

す
で
に
７
０
ヵ
国
が
、
条
約

に
署
名
し
、
２
４
ヵ
国
の
批
准

し
ま
し
た
。
５
０
ヵ
国
の
批
准

で
条
約
は
発
効
し
ま
す
。

日
本
政
府
は
、
ア
メ
リ
カ
に

つ
き
従
い
、
条
約
を
ボ
イ
コ
ッ

ト
し
て
い
ま
す
。

唯
一
の
戦
争
被
爆
国
に
あ
る

ま
じ
き
姿
は
、
許
せ
ま
せ
ん
。

山田こうじです！

まちかどの元気印

Ｎ
Ｏ
、
２
１
２

２０１9年8月12日

ＮＯ.218

事務所：西院上花田町36-3

電話：222-3728

携帯：090-3970－4701

山田こうじ共産党検索

「
憲
法
と
自
治
の
チ
カ
ラ
が
地
域
の

未
来
を
拓
く
」
を
メ
イ
ン
テ
ー
マ
に
、

７
月
２
７
日
（
土
）
か
ら
２
９
日
（
月
）

の
３
日
間
の
日
程
で
開
催
さ
れ
た
自
治

体
学
校
に
参
加
し
て
き
ま
し
た
。

初
日
は
、
３
つ
の
特
別
報
告
（
①
浜

松
市
の
水
道
民
営
化
を
考
え
る
市
民
ネ
ッ

ト
「
水
道
事
業
は
公
営
で
え
え
じ
ゃ
な

い
か
」
②
辺
野
古
県
民
投
票
の
会
「
県

民
投
票
が
示
し
た
も
の
、
問
い
か
け
た

も
の
」
③
高
知
県
大
川
村
村
長
「
日
本

一
小
さ
な
村
か
ら
自
治
をj

発
信
す
る
」
）

が
あ
り
ま
し
た
。

い
ず
れ
の
報
告
も
、
今
の
日
本
の
社

会
が
直
面
す
る
問
題
に
対
し
、
そ
れ
ぞ

れ
の
地
域
で
、
自
治
の
チ
カ
ラ
が
地
域

の
未
来
を
切
り
開
い
て
い
る
姿
を
示
す

も
の
で
し
た
。

メ
イ
ン
テ
ー
マ
に
基
づ
く
記
念
公
演

は
、
岡
田
智
弘
京
都
橘
大
学
教
授
。

安
倍
政
権
下
で
、
人
口
減
少
を
前
提

に
し
、
自
治
が
消
滅
す
る
と
「
公
共
サ
ー

ビ
ス
の
産
業
化
」
を
推
し
進
め
て
い
ま

す
。ス

マ
ー
ト
自
治
体
、
Ｉ
Ｔ
を
使
い
こ

な
す
自
治
体
へ
と
、
職
員
リ
ス
ト
ラ
を

進
め
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
（
外
部
委

託
）
に
よ
り
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を

生
み
出
し
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低

下
を
引
き
起
こ
し
て
い
ま
す
。

「
経
済
財
政
諮
問
会
議
」
や
「
産
業

競
争
力
会
議
」
等
、
意
思
決
定
機
関
に

財
界
代
表
を
送
り
込
み
、
政
治
の
私
物

化
が
進
ん
で
い
ま
す
。

小
泉
構
造
改
革
期
の
「
市
町
村
合
併

で
地
域
活
性
化
」
で
ど
う
な
っ
た
の
か
。

大
き
な
自
治
体
の
誕
生
で
、
企
業
誘
致

を
行
い
若
者
が
定
着
す
る
論
は
、
こ
と

ご
と
く
失
敗
に
終
わ
る
こ
と
に
。

大
型
公
共
事
業
は
地
元
中
小
企
業
に

ほ
と
ん
ど
経
済
効
果
な
く
、
東
京
資
本

の
大
手
ゼ
ネ
コ
ン
の
利
益
と
な
り
、
財

政
負
担
が
地
域
を
疲
弊
さ
せ
ま
し
た
。

企
業
誘
致
も
地
域
内
再
投
資
に
結
び

つ
か
ず
、
「
選
択
と
集
中
」
等
と
「
公

共
施
設
の
立
地
適
正
化
」
で
の
学
校
な

ど
の
統
廃
合
は
、
地
域
社
会
の
形
成
主

体
が
消
滅
し
、
周
辺
部
か
ら
人
口
減
少

が
加
速
し
て
い
き
ま
し
た
。

公
共
投
資
も
企
業
誘
致
も
、
投
資
し

た
税
金
が
地
域
に
循
環
せ
ず
、
「
回
転

ド
ア
」
の
よ
う
に
入
っ
て
き
て
も
み
ん

な
出
て
行
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

地
域
の
主
権
者
で
あ
り
、
地
域
経
済

や
地
域
社
会
の
担
い
手
で
も
あ
る
、
住

民
、
地
元
企
業
経
営
者
、
農
家
が
地
方

自
治
体
の
在
り
方
を
決
定
で
き
る
自
治

組
織
が
必
要
で
す
。

大
規
模
自
治
体
で
も
、
地
域
自
治
区

や
公
募
制
の
地
域
協
議
会
が
設
置
さ
れ
、

予
算
や
権
限
も
与
え
ら
れ
て
い
る
事
例

が
全
国
に
は
あ
り
ま
す
。

地
域
内
事
業
所
の
悉
皆
調
査
や
各
地

の
運
動
な
ど
を
通
じ
て
「
中
小
企
業
振

興
基
本
条
例
」
が
、
４
０
８
市
区
町
村
、

４
５
都
道
府
県
で
制
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

公
契
約
基
本
条
例
で
も
「
官
製
ワ
ー
キ

ン
グ
プ
ア
」
を
無
く
そ
う
と
「
労
働
報

酬
専
門
部
会
」
を
設
置
し
「
労
働
報
酬

下
限
額
」
の
引
き
上
げ
な
ど
も
行
わ
れ

て
い
ま
す
。

今
の
京
都
市
政
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
、

観
光
消
費
頼
み
、
「
賑
わ
い
の
創
出
」

等
と
、
ホ
テ
ル
や
大
型
商
業
施
設
を
市

外
か
ら
呼
び
込
む
な
ど
、
地
元
住
民
、

中
小
企
業
が
置
き
去
り
で
す
。

来
年
は
、
市
長
選
挙
で
す
。
全
国
の

先
進
事
例
な
ど
か
ら
学
び
、
地
域
内
再

投
資
力
と
地
域
内
経
済
循
環
を
重
視
し

た
新
し
い
市
政
へ
転
換
し
ま
し
ょ
う
。


